
6 新エネルギー新報 2024.11.5

再エネをどう売る？
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たとは思う。ただ、一般の方について
は撤廃すべきではないか。
　電源へのアクセスが平等であれ
ば、長期相対契約のメリットとして
市場高騰時にも安価な料金というのは
あると思う。ただ大手電力会社のよう
に発電と小売がグループ会社となって
いる中では、電源アクセスへの不公
平感が残る。

－市場連動を一般の方にどう説明して

いるか

小川　Looopでんきに加入していただ
く理由としては、価格の安さが多い。
加えて、長年ご利用いただいている方
には、価格以外の面でも価値を見出し
ていただいているのではないかと感じ
ている。
　説明責任を果たすという観点も含

　再生可能エネルギーを拡大する中では、小売電気事業の役割も重要になってくる。太陽光発電所や風力発電所、

系統用蓄電池の開発や部材の販売などを手掛けるLooopは、小売電気事業でも基本料金ゼロを特徴に2016年から参

入。電力料金が市場に連動するプランに移行したことで一時は契約を減らしてきたが、その後回復し約30万件の契

約件数を持つ。直近の小売電気事業の外部環境や市場連動メニューを需要家に受け入れてもらう工夫や社会的意義

などを、同社電力本部本部長の小川朋之執行役員に聞いた。

Looop、市場連動メニューの普及で再エネ導入拡大に貢献
需要家の理解と行動変動を促す意義

－Looopでんきの現状は

小川　2024年７月時点で約30万件の
契約件数がある。2022年12月に市場
連動型メニューへ移行したこともあ
り、一時は数万件単位での減少も経験
したが、想定より残っていただけたう
え、そこから右肩上がりで持ち直して
いる。
　電源調達は日本卸電力取引所(JEPX)
と固定価格買取制度(FIT)の電力。市
場連動型メニューなので相対契約など
でのヘッジは特にしていない。

－みなし小売電気事業者の規制料金と

競合する形になった

小川　電気料金でやるべきかという大
きな論点はさておき、規制料金が一連
の価格高騰に対する、ナショナルミニ
マムの方を保護する役割として機能し

め、専用アプリを開発した。ただ、そ
れだけではなく電力価格が時間によっ
て変動すること、それに合わせた行動
変容を楽しんでいただきたいという想
いがある。それが社会便益をもたらす
ことをどう訴求するか、という観点は
意識している。
　料金の変動にあわせた行動変容の快
適性も高めていく。料金を伝えるだけ
でなく、スマートリモコンとの連携に
よるアプリ上での空調温度設定変更を
可能にしている。また、市場動向や屋
根上の太陽光発電の状況に合わせて充
放電を制御する蓄電池の販売も進んで
いる。ヒートポンプ給湯器の活用も準
備中だ。
　我々の契約者には､「先進的な暮ら
し」を求める人が多いという特徴があ
る。アンケートを取ると、太陽光発電
や電気自動車(ＥＶ)の所有者が日本全
体の比率よりも高い。ＥＶやヒートポ
ンプ給湯器によるデマンドレスポンス
の取り組みを進めたい。

小川氏
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－再エネのニーズについての見解は

小川　非化石証書を付与する再エネメ
ニューはオプションとして用意してい
るが、消費者のニーズは高くない印象
だ。環境省のＥＶ補助金の要件になっ
た際に高い需要があったことからも、
やはり経済性が重要になる。
　一方で、日本で再エネを普及させる
にあたって､「環境価値｣、つまり非化
石証書が必須かといえばそうでもな
いと考えている。例えば日中は太陽光
発電の発電量が多く、電力価格も安く
なる。裏を返せば再エネ発電事業者に
とって厳しい環境になる。この時間
に、蓄電も含め需要家に電気をお得
につかっていただいて需要創出できれ
ば、市場価格も上がり発電事業者の収
益改善にも寄与する。出力抑制の低減
も期待でき、再エネ普及には最も有効
な手段ではないか。
　FIT由来のものでなければ、非化石
価値の価格が高くなることが発電事業
者の収益向上の一助になる面はある。
ただ追加性のある再エネをいかに伸ば
していくかという観点では、再エネ発
電量が多く電気が安い時間帯に需要を
移すことが重要ではないか。相対的に
需要家は安く電気を使えるし、発電事
業者は高く売れる。そのためにも、市

場連動する電気料金メニューを一般的
にしていきたい。

－系統用蓄電池を開発する。小売への

影響は

小川　東京都の補助金を活用し埼玉県
小川町に設置して試験運用を始めた。
開発担当は別部門だが、運用は小売部
門で行う。
　現状で小売電気事業と直接の連携はし
ていないが、市場価格高騰を見越して充
放電を行うことで、電力価格の抑制につ
なげられるのではないか。市場連動メ
ニューは市場高騰リスクを小売電気事業
者が負わないものだが、それに胡坐をか
いていては、いざ高騰した際に契約減少
は避けられないし、我々としても需要家
保護は必要だと考えている。現状でも市
場高騰時の価格について上限は設けてい
るが、蓄電池の活用によりこの上限につ
いては下げられる可能性がある。
　運用にあたってＡＩによる最適な制
御システムを開発した。小売電気事業
で培ったノウハウもつぎ込んだが、そ
れでも市場はマーケット参加者の心理
で動く面もあるので、完全には読めな
い。容量市場や需給調整市場など新た
な市場もできていて、完全な自動取引
システムを構築するには、統計データ
の不足感が否めない。

－電力市場の制度が目まぐるしく変

わっているが、事業者側の感想は

小川　エネルギーのグランドデザイ
ン、方向性を定めない限り、ちぐはぐ
な制度になってしまう。産業を守る意
味で安定供給が重視されるのは理解で
きるし私も賛成するが、化石燃料依存
度が高い現在の構造でエネルギーを単
に潤沢につかってよいのかは疑問だ。
　エネルギー自給率向上の観点から
も、個人的には再エネと行動変容を進
展させ、安定供給は産業など特定の必
要な領域に絞って行われるという、二
層化が進められるべきと考えている。
現時点での脱炭素化も踏まえれば安定
供給では原子力発電が役割を果たし、
それ以外を再エネが供給する形になる
かもしれない。あるいは蓄電池も含め
た「安定的な再エネ」という形がコス
トも含め実現できれば、さらに再エネ
が果たせる役割、市場を占めるシェア
は高まる。
　電力自由化について否定的な声も強
まっていると感じるが、今一度、市場
を成長させる方向を確認する必要が
あるのではないか。最近は言われなく
なったが、少し前まではなぜ相対契約
で調達しないのかと行政側から指摘さ
れた。しかし、今のプラン設計では、
相対契約を増やせばポジションを取ら
ざるを得なくなる。本来は市場に集
まった電力を安定して調達できる環境
こそが、フラットな競争環境ではない
かと思う。

アプリ画面(Looop提供)

中標津太陽光発電所(Looop提供)


